


















2013 年 1 月 16 日に発生したイスラム武装勢力によるアルジェリア人質
事件でアルジェリア軍が人質救出活動を敢行した結果、日本人 10 人を含
む 38 人が犠牲となった。2013 年の日本人海外旅行者数は 1,748 万人
( 1 )
あり、













平素からの情報収集体制に関して、2014 年 1 月 1 日現在の防衛駐在官





















上記の提言を受けた日本政府は、2013 年 4 月 19 日に第 183 回国会に自
衛隊法改正案を提出した。国会審議の結果、在外邦人の輸送に車両輸送を
含め、輸送対象者の範囲を拡大する自衛隊法の改正が 11 月 15 日に参院本
会議で可決された (平成 25 年 11 月 22 日公布・施行法律第 77 号)。
しかし、今回の改正には、武器使用の範囲が従来のままとされたことか
ら、安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会 (以下、安保法制懇と略











的解釈、2014 年 5 月の安保法制懇の提言および同年 7 月の閣議決定にお
ける法政策は、当然のことながら、全く同一のものではなく、少しずつそ
れぞれの立場を異にしている。
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日本は、1986 年 5 月の東京サミット時の各国要人輸送のために、初め
て政府専用機 (ヘリコプターの AS332L シュペル・ピューマ) 3 機を同年
1 月に総理府に導入した。同年 12 月に防衛庁陸上自衛隊に移管したこと
に伴い、自衛隊法 100 条の 5 (国賓等の輸送) が追加された (昭和 61 年
12 月 19 日法律第 100 号)。さらに、海外への要人輸送を目的として、固
定翼の政府専用機 (ボーイング 747-400) 2 機を 1991 年に導入した。同年
10 月に同機の管理・運用体制を検討する政府専用機検討委員会は、1992







イラン・イラク戦争中の 1985 年 3 月 12 日にイラク軍によるイラン・テヘ












特に、イエメン内戦での事案の反省から、法案提出から 2 年後の 1994
年 11 月にようやく自衛隊法が改正され、100 条の 8 (在外邦人等の輸送)





航空条約 3 条 c 項から明らかなように、派遣先国からの領空通過および着
陸の許可を得ること (領域国の同意) が大前提となっている。武器の携行
に関して、航空機の防護のために自衛隊員が航空機外で武器を携行し使用
することが想定されておらず、自衛隊法 95 条 (武器等の防護のための武
器の使用) は適用されない。他方、航空機内のセキュリティーチェックの
ために航空機内での不測の事態に備え、自衛隊法 96 条 (部内の秩序維持




自衛隊法 100 条の 8の成立以降も、在外邦人保護関連の事案が発生した。
1996 年 3 月の台湾危機の際に橋本龍太郎首相が在外邦人輸送のために自
衛隊機派遣を検討した事案
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(1997 年 7 月のカンボジア内戦で自衛隊機 C-130H (3 機) がタイ・ウ
タパオ海軍基地に 7月 12〜17 日まで移動、1998 年 5 月のインドネシア暴
動で自衛隊機 C-130H (6 機) がシンガポール・パヤレバ空軍基地に 5 月
18〜27 日まで移動) がある。結果的には、どの事案も自衛隊法 100 条の 8
の適用事例とはならなかった。
(2) 在外邦人等の輸送規定の改正
1996 年 5 月 10 日の橋本首相の指示により、邦人保護問題を含む緊急事
態対応策の検討が政府部内で行われた。さらに、1997 年 9 月 23 日に日米
安全保障協議委員会が了承した日米防衛協力のための指針 (新ガイドライ
ン) の中に、非戦闘員退避活動 (NEO : Non-combatant Evacuation Opera-
tion
(17)
) が協力検討分野の一つとして挙げられた。これら 2 つの誘因から、















めの武器使用 (自衛隊法 95 条) が認められた。
2004 年 4 月 15 日にイラク特別措置法での「広報」という名目でイラク
在留邦人 (報道関係者) 10 名をイラク・サマーワ自衛隊宿営地からイラ
ク・タリル飛行場まで陸自車両で輸送した。そこからクウェート・ムバラ




その後、防衛庁・自衛隊の任務の拡大に対応するために、2006 年 12 月
15 日に、防衛省設置法等の一部を改正する法律 (平成 18 年 12 月 22 日公
布・平成 19 年 1 月 9 日施行、法律第 118 号) が採択された。当該法律は、
防衛「庁」を防衛「省」に変更したのみならず、在外邦人等の輸送規定を
自衛隊の付随的業務 (自衛隊法第 8章 (雑則) 100 条の 8) から本来任務
(自衛隊法第 6章[自衛隊の行動]84 条の 3 および第 7章[自衛隊の権限等]





そして、2013 年 1 月のアルジェリア人質事件を踏まえて、同年 11 月に
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3．国際法における在外自国民保護論
(1) 冷戦終結以前の国際法解釈


















































































76 名が、ヘリコプター 6 機 (輸送ヘリ 5 機と衛生部隊用ヘリ 1 機) でド
イツ人 22 名、日本人 11 名を含む 22 か国 98 名を首都ティラナからの救出
活動を敢行した。武装住民からの攻撃によりヘリ 1機が被弾し、ドイツ軍
















































2006 年 7 月 12 日にレバノンのイスラム教シーア派組織ヒズボラによる
イスラエル攻撃に対して、イスラエルが翌日からレバノンの空港、港湾お
よび幹線道路への空爆を開始するとともに海上封鎖を実施した。イスラエ
ル・ヒズボラ間の武力紛争は、8 月 14 日に両当事者間の休戦合意が成立
して、ようやく終結した。その 34 日間の戦乱の中で、米国人 15,000 名お









最近のもう一つ大規模な NEO事例は、2011 年 2 月のリビア内戦に生じ
た。2010 年 12 月のチュニジアでの「ジャスミン革命」を発端とする民主
化運動「アラブの春」がリビアにも波及し、2011 年 2 月 15 日に大規模な
反政府デモが発生した。カダフィは 2 月 25 日にそれへの徹底抗戦を訴え
たことにより、その後、リビアはカダフィ派と反体制派 (国民評議会) と


























英国は、リビア当局の許可を得ることなく、2 月 26・27 日に陸軍特殊
空挺部隊 (SAS) および海兵隊特殊舟艇部隊 (SBS) の救出チームを乗せ
































































































































無視してはならず、萌芽期の慣習国際法 (customary international law in
statu nascendi) が発生する可能性も指摘している。
在外自国民保護のための武力行使が合法であるとの学説の中にも、若干
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